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論文題目 
地中の温度変化が粘土の物理化学特性に及ぼす影響とその社会基盤整備

への活用に関する研究 

（論文内容の要旨） 

近年、脱炭素社会の実現に向けた再生可能エネルギーの活用促進を受け、地中熱の

活用が注目されている。地中熱利用にともなう採熱や蓄熱によって地中の温度に変化

が生じることが考えられるが、地盤に温度変化が生じた際の挙動に関しては十分な知

見が得られていないのが現状である。一方、温度効果を取り入れて地盤改良技術の高

度化や効率化を図る取り組みが進められていることや、地球温暖化に伴う表層地盤温

度の上昇が指摘されていることからも、温度変化が地盤の物理化学特性に及ぼす影響

を明らかにすることの重要性が高まっている。そこで、本研究では温度効果を利用し

た圧密促進工法に着目し、その社会実装を想定しながら、温度が粘土の物理化学特性

に与える影響及び再生可能エネルギーを利用した地盤加熱方法の可能性を追及した。

本論文は6つの章で構成されており、以下に各章の内容を示す。 

第1章では、研究背景と目的を説明している。脱炭素社会の実現に向けた地中熱利用

の促進等の影響を受けて地中の温度に変化が生じやすい環境が醸成されつつあること

から、地盤と熱との相互作用を検討することの重要性を述べている。また、温度効果

を取り入れた地盤改良技術の高度化や効率化に関する取り組みが進められる中で、経

済的な地盤加熱方法の開発が望まれていることを説明している。 

第2章では、文献調査よりこれまでに得られた知見と課題を示している。まず、圧密

と温度の関係についての既往研究を引用し、圧密沈下量や圧密係数は温度変化の影響

を受けて変化することを示したうえで、その温度効果は材料依存性が確認されている

ものの、材料依存性の主要因の特定や一般化には至っていないことを指摘している。

一方、我が国には自然由来の重金属等を含む地盤が広く分布していることから、地盤

の温度変化によって有害物質が拡散される可能性を示しており、温度変化に起因する

地盤の物理化学的な挙動を明らかにすることが、地中熱利用の促進に繋がることを論

じている。 

第3章では、複数種類の工業粘土と自然粘土に対し、異なる温度条件でコンシステン

シー試験と圧密試験を実施し、温度が及ぼす影響及びその材料依存性を確認しており、

その結果、液性限界の温度依存性は材料によって異なる可能性を指摘している。温度

依存性の要因としては、間隙水の粘性係数以外に、粘土に含まれるスメクタイト含有

量が影響している可能性を述べ、膨潤性粘土では温度が50°C以上になるとその影響が

顕著になることを述べている。圧密試験では、体積変化と温度の関係には明確な傾向

が確認されなかった一方、圧密係数の温度依存性は顕著であり、昇温にともなって圧

密係数が増大することを確認している。これは、温度上昇に起因して間隙水の粘性が



低下した結果であり、温度変化に起因する圧密係数の変化率は間隙水の粘性の変化率

と概ね等しいことを明らかにした。また、圧密係数は活性度と相関がみられ、種類の

異なる粘土であっても、活性度から圧密係数を予測し得ることを示している。さらに、

粘土の間隙水が炭酸カルシウム溶液及び人工海水の場合は、蒸留水よりも圧密係数が

低下するが、これは間隙水中の2価の陽イオンが粘土粒子を凝集するためと考えられ

ることから、沿岸部と内陸部では温度や上載荷重等の条件が同じであっても圧密速度

が異なる可能性があることを明らかにしている。 

第4章では、自然由来の重金属等含有土壌が原位置で温度変化を受ける場合を想定

し、異なる温度条件で拡散溶出試験を実施して拡散溶出特性に及ぼす温度の影響を評

価している。その結果、粘土供試体に含まれる重金属の溶媒側への拡散移動は温度が

高くなるほど促進されることを明らかにしている。さらに、溶出フラックスの温度依

存性には、供試体の間隙率、間隙水の粘性、物質の初期濃度が関係し、このうち間隙

水の粘性の影響が支配的であることを、実験によって示している。さらに、供試体作

製時の間隙水の水質を評価したところ、温度が高いほど間隙水に含まれる物質の初期

濃度が高くなることが確認されたことから、拡散係数を設定する際には、初期濃度の

温度依存性も考慮することで、実地盤における拡散による物質移動をより精緻に評価

しうる可能性を指摘している。これらの検討結果に基づき、帯水層に接する粘土地盤

が温度変化を受けた際の、粘土地盤から帯水層への拡散による物質移動を評価する際

の留意事項を整理して、実務的な解釈を与えている。 

第5章では、再生可能エネルギーである太陽熱を活用した地盤加温技術の適用可能

性を検証するため、太陽熱温水器を利用した屋外地盤加温実験を、1.5メートル四方の

鋼製土槽に充填した軟弱粘土に対して行っている。実験の結果から、同加温技術は対

象地盤の温度を周辺地盤に比べて季節を問わず10～15°C上昇しうることを明らかに

している。また、熱源配置間隔を適切に設定することで、熱源に囲まれた範囲の地盤

を一様に加熱できることを明らかにしている。ここで得られた加温結果と第3章で得

られた圧密係数の温度依存性を考慮し、加温圧密促進工法の適用性について議論し、

加温圧密は適用条件によっては既存の圧密促進工法と同等の効果を得ることができる

ことを示すとともに、その際に目安となる費用対効果を論じている。さらに、加温圧

密工法の付加価値向上のための機能拡張についても紹介しており、圧密完了後、加温

に用いた熱源を熱交換器として利用することでライフサイクルコストに優れた工法に

なり得ることを述べている。 

第6章では、上記の結果を総括し、得られた成果と今後の展開について述べている。

本研究で得られた成果は、粘土地盤の温度変化に起因して生じる諸現象を明らかにし

ており、今後の地中熱活用の促進や温度効果を利用した新しい地盤改良技術の開発に

寄与することが期待されると結論づけている。 




